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研究成果の概要（和文）：葛飾区を事例に定点医療機関の患者数とそれを中心とする半径1km圏域の空間特性か
ら、15歳未満の患者数と商業施設や運輸施設の延床面積の相関性を導いた。
未成年者と成人（都心の労働者）について、感染履歴の有無で日常的な活動パターンを比較した。未成年者では
利用施設の種類や利用頻度に着目し、10歳以上において平日は公共施設，飲食店，友人宅、休日は友人宅の利用
頻度と滞在時間が感染リスクと関連する傾向を確認した。成人では働き方や職場環境に着目し、会話機会が多い
職種やパーソナルスペースが10㎡前後の職場空間で感染リスクが高まることや、職種，職場空間のパーソナルス
ペース，感染歴の3項目の相関性を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The correlation between spatial properties and risk of infection disease was
 analyzed by using the influenza data of Tokyo’s Katsushika Ward. It was cleared that the area rate
 of commercial facilities and transportation facilities relate to the influenza infection rate of “
under 15-year old” in the area of a radius of 1km. 
On the hypothesis that the situation of urban space influences on the resident's activity, the group
 with infected experience and another group without it were compared. Based on the type and use 
frequency of facilities minors use regularly, it was cleared that the use frequency of public 
facilities, restaurants and friend’s house, relate to infected experience of “over 10-year old”. 
By paying attention to the work style, it was cleared that the risk of infection disease of worker 
in Tokyo’s downtown area correlate with the occupation that talks frequently and the personal space
 of approximately 10 square meters in work place.

研究分野：都市計画・建築計画

キーワード： 感染症　インフルエンザ　都市環境　施設利用　職場環境
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様	 式	 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通）	

１．研究開始当初の背景 
	 感染症の伝播メカニズムの解明やその予防
対策については、医学的なアプローチだけで
なく疫学,社会学,行動学など多方面から取り
組まれている。空間疫学は近年の地球統計学
の発達とGIS	の普及により大きな進歩を見せ
ている。一方、建築学においては、感染症の伝
播と関わりが強い空間を扱う分野でありなが
ら、空調技術に関する一部の分野を除いて感
染症をテーマとする研究がほとんど行われて
いない。感染症の流行について、都市空間の
利用実態の観点から検証を試みた例はなく、
本研究は建築学における都市防災に新たな視
点の導入を提起する研究に位置付けられる。
感染症拡大の実態を、空間の状態，空間の利
用状況，利用者行動の観点から把握すること
は、感染症の流行時における施設利用や行動
の抑制方法等の具体的で実効性の高い対策を
検討する上で有用な知見になると期待できる。 

 
２．研究の目的 
	 本研究では、感染症の発生と伝搬を都市生
活の潜在的なリスクと捉え、インフルエンザ
を事例に空間利用状況の総体としての都市環
境と患者の発生状況の関連性について考察す
る。本研究に先立ち東京 23 区を対象にインフ
ルエンザの発生状況と伝搬傾向が都市空間の
状態（統計的な面積情報）と関連性を持つこ
とを区単位のマクロな視点から明らかにして
いるが、本研究ではより詳細なスケールで同
様の関係性を検証することを目的としている。 
（１）感染リスクと都市環境の関係性につい
て、年齢と共に広がる行動範囲に伴って生活
環境（住所地周辺の都市環境）との関わり度
合いが変化する影響が現れると考え、徒歩圏
スケールのエリア内における患者数と用途別
延床面積の相関性に関する世代別の比較を行
う。また、感染リクスとの関連性の高い用途
の延床面積の分布状況について検証する。 
（２）インフルエンザ感染率と空間特性に相
関性が現れる要因としてエリア内における
人々の行動パターンに着目し、都市空間と感
染リスクの関係を施設利用の傾向から検証す
る。また、感染時に利用する医療機関の選択
傾向に基づき、医療機関の患者数データから
地域の潜在的な感染者数の推計を行う。	
（３）行動範囲や行動パターンが多様化する
成人について、都心部で働く現役世代の労働
者を対象に、感染リスクに影響する働き方や
職場環境の傾向を明らかにする。 
	 以上の結果を総括し、感染症に強い都市環
境の整備・改善に関する知見を整理する。以
下では、上記の（１）〜（３）について、３.
研究の方法、４.研究成果をまとめる。 
 
３．研究の方法 
（１）医師会が管轄地域内の全定点医療機関
のサーベランスを独自に実施している東京葛
飾区を対象に、区内全 30 箇所の定点医療機関
（以下、定点）における過去の患者数情報を

収集し、年代別・世代別に整理した。定点を近
接状況に配慮して 11 の仮想の定点（図 1：以
下、仮想定点）に再構成し、仮想定点を中心と
するエリアの空間情報（建蔽率、容積率、用途
別延床面積比率など）を整理した。 
	 行動範囲が狭い 15 歳未満の子供は、鉄道を
使った通学・通勤を開始し行動範囲が広がる
15歳以上の青年や成人に比べて最寄りの医療
機関を受診する可能性が高く地域環境の影響
を受け易いと考え、［15 歳未満］と［15 歳以
上］の 2 つの世代グループに分けて傾向を比
較した。感染率を目的変数、エリアの空間情
報を説明変数とする予測式を導き、抽出され
る項目や予測式の精度に基づいて患者数と相
関性の高い要因について考察した。	
	 感染率との関連性が見られた用途のエリア
内の密度分布について平均最近距離分析（集
団型）【ランダム型】【分散型】の観点からの
分類）とケーネル密度解析（延床面積と棟数）
を行い、各用途の分布傾向を分析した。	
（２）(1)で得られた知見を踏まえ、日常の行
動範囲が狭く行動パターンを想定しやすい未
成年者を対象とし、平日・休日別の施設利用
パターン（日常的に利用する施設の「種類」
「利用頻度」「１回あたりの滞在時間」および
施設までの「交通手段」「移動時間」），近年の
インフルエンザ感染歴，居住地，利用医療機
関について該当年代の子供を持つ保護者にア
ンケート調査を実施した。255 件の有効回答
を用いて感染歴を有するグループと感染歴の
無いグループ別に因子分析を行って施設利用
パターンの特徴を抽出し、感染リスクに関連
性の高い施設利用傾向について考察した。	
	 居住地と利用する医療機関の立地関係につ
いて「自宅と利用医療機関の距離的関係」「定
点医療機関の利用者比率」「区外医療機関の利
用者比率」を調査し、エリア内の定点を利用
する患者数の割合を推計することで、サーベ
ランスが実施されている定点（エリア内の一
部の医療機関）の患者数データからエリア内
の潜在的な患者数の推計式を導いた。	
（３）東京 23 区内に通勤するワーカー1000
人に対し、働き方として①通勤を含めた職場
における行動，②職場以外における行動、③
インフルエンザの感染予防の習慣④過去 2 年
のインフルエンザ感染歴、に関するアンケー
トを実施した。①については「通勤方法」「職

 
図 1 葛飾区の 30 定点と 11 仮想定点エリア 



種」「労働時間」「労働環境」、②に関しては「平
日における自宅での過ごし方」「休日の過ごし
方」、③については「マスク着用の習慣」「予防
接種の有無」に関する設問を設けた。感染歴
で分類したグループ別に特徴を抽出するとと
もに、コレスポンデンス分析を用いて、感染
歴、他人との接触機会（会話頻度）に着目した
業務内容、職場空間の密度（パーソナルスペ
ース）の相互の関係性について考察した。	
 
４．研究成果	
（１）①感染率の予測式に基づく考察	
	 ［全世代］では、重相関係数 R が 0.97 と閾	
値 1.5km の場合よりもさらに高い値となり、
補正 R2 も 0.78 と高い信頼度を示している。
抽出された説明変数は 7 項目と多く、t 値に
ついては「オフィス延床面積」と「商業施設延
床面積」の 2 つの説明変数がそれぞれ 2.34，
2.28 と有意判定の目安値を超えた。［15 歳未
満］では、重相関係数 R が 0.98 と［全世代］
の場合を若干上回る値となり、補正 R2も 0.85
と非常に高い値を示した（表１）。抽出された
説明変数は［全世代］の場合と同じく 7 項目
（図 2）で、t 値は「商業施設延床面積」の
3.70，「オフィス延床面積」の 3.58，「運輸施
設延床面積」の 2.12 の順に高い値となった。
「オフィス延床面積」と「商業施設延床面積」
の t 値が高い点は［全世代］の場合の結果に
一致した。以上より、［15 歳未満］と［15 歳
以上］の両世代グループにおいて、インフル
エンザ感染率と定点を中心とする閾値 1.0km
の仮想定点エリア圏内の空間特性が非常に高
い相関性を有し、特に［15 歳未満］の感染率
が、該当世代が日常的には利用しない「商業
施設」「オフィス」「運輸施設」の延床面積と高
い相関性を持つことが明らかになり、インフ
ルエンザの感染拡大予防にとって、成人の感
染予防や、成人と子供が接触する環境の重点
的な管理が重要であることがわかった。	
②平均最近隣距離分析とカーネル密度解析	 	 	
	 定点エリア内の用途別密度分布の分析では、
[15 歳未満]について「商業施設」密度分布が
感染率と明確な相関性を有し、「商業施設」の
小規模なクラスターがエリア内に複数点在す
る場合に感染率が大幅に低下する傾向や、棟
数と延床面積が共に１箇所に集中する場合に
感染率が大幅に増加する傾向が明らかになっ
た（表 2）。これらの結果を都市計画的な観点
から見ると、感染症リスクを高めている可能
性がある小規模な店舗やオフィスビルの密集
地区については、大規模で管理しやすい建物
に更新していく必要があると解釈できる。	
	 インフルエンザ感染率感染率に影響を及ぼ
す具体的な建築用途やその分布を示したこと
で、「感染症」が都市環境の構築にとっての新
たなキーワードに成り得ることを示した。	
（２）①『年齢区分 1』の施設利用傾向	
	 利用頻度について（表 3）、利用する施設の
種類に目立った差は見られないが、各因子の
寄与率を見てみると、『感染あり』では【休日

に商業系施設によく行く】という因子の寄与
率が 22.64％と最も高区なることに対し、『感
染なし』における同因子の寄与率は12.23％に
留まっている。また、『感染なし』では【平日
に塾・公共・商業系施設によく行く】といった
平日の施設利用の寄与率が 19.51％と最も高
く、休日の商業施設の利用頻度が高くなると
インフルエンザに感染しやすくなると考えら
れる。	
	 滞在時間について（表 4）、『感染なし』で
見られる【平日・休日共にその他施設を長時
間利用する】は『感染あり』には見られない因
子で、その寄与率も 28.08％と高い。[その他
施設]の長時間利用者がインフルエンザに感
染しにくいという結果が表れている。	
②『年齢区分 2』の施設利用傾向	
	 利用頻度について（表 5）、利用する施設の
種類には特に差が見られないが、各因子の寄
与率で見てみると、『感染あり』では【平日に
塾、休日に塾・公共施設によく行く】の因子寄
与率が 22.98％と高く、[塾/公共施設]の利用
頻度が増すほどインフルエンザに感染しやす
い。	
	 滞在時間について（表 6）、利用頻度と同様
に利用する施設の種類には特に差が見られな
いが、各因子の寄与率で見てみると、『感染あ
り』では【平日・休日共にその他施設を長時間
利用する】の寄与率が 22.69％、【平日・休日
共に公共施設を長時間利用する】の寄与率が

表 2	 平均最近隣距離の比率と Z スコア 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
図 2	 15 歳未満の説明変数の樹状図 

表 1	 15 歳未満の重回帰分析の結果 
 
 
 
 

 
 

 
 

 



18.95％と他の因子よりも高い。このことから、
[公共施設/その他施設]を長時間利用すると
インフルエンザの感染リスクが高まる。	
③年齢区分別施設利用傾向の比較	
	 [利用頻度]については、『感染あり(利用頻
度)』では『年齢区分 1』『年齢区分 2』の共
通点として【平日・休日ともに公共施設へよ
く行く】【平日・休日ともに友人宅へよく行
く】という行動パターンが確認できた。年齢
区分による行動パターンの違いは[商業施設/
飲食店/塾/その他施設]の利用タイミングや
利用頻度の高い施設の組み合わせに差が出た。	
	 [滞在時間]について、『感染あり(滞在時
間)』では『年齢区分 1』『年齢区分 2』の共
通点として【休日に商業系施設を長時間利用
する】という行動パターンが確認できた。ま
た年齢区分による行動パターンの違いは[公
共施設/塾/友人宅/その他施設]の利用タイ
ミングや滞在時間の長い施設の組み合わせ
に差が出た。	
④施設利用状況に基づく行動パターンの考
察	
子どもの施設利用状況に基づく行動パター
ンの分析では[利用頻度][滞在時間]ともに
『感染あり』『感染なし』で差が出た。この
行動パターンの差がインフルエンザにかか
りやすい子どもの特徴であると推測できる。
[年齢区分]別に『感染あり』の行動パターン
を比較したところ、利用施設の組み合わせや
利用するタイミングに差が出たため、『感染
あり』の行動パターンの差は年齢区分別の活
動範囲や生活リズムの違いによることが推測
できる。	
⑤定点エリアの潜在的な感染率の推計	
	 93％が「区内の医療機関」を利用し、そのう
ちの65％が定点である。選定理由については、
区内の医療機関利用者の約 68％が「自宅から
近い」を挙げ、自宅から近い定点の利用者は
全体の約 40%である。居住地区と医療機関と
の距離については、「自宅から近い」と回答し
た 103 人の平均距離が 1049.98ｍ、「病院の評
判が良い」と回答した 48 人の平均距離が
1788.18ｍ、「その他の理由」と答えた 28 人
の平均距離が 1907.38ｍであった。「自宅から
近い」を選択した被験者が自宅から半径約 1
ｋｍ圏内の医療機関を利用し、「病院の評判
がいい」や「その他の理由」を選んだ被験者が
自宅から半径約 2ｋｍ圏内の医療機関を利用
している。	
	上記の回答比率に基づき、区外から医療機関
利用者が来ないと仮定する場合のエリア i の
患者数 Xi と区全体の患者数 Z、区外から定点
医療機関に利用者が来ることを考慮する場合
のエリア i の患者数 Xi'と区全体の患者数 Z'
の推計式を導いた（Y1,Y2,Y3…Y11は各定点医療
機関の患者数）。	
	 Xi＝Yi÷0.67÷0.65÷0.93＝2.47Yi	
	 Z＝2.47ΣYi	=	2.47(Y1+Y2+Y3…+Y11)	
		Xi'＝Xi'÷1.07＝2.31Yi	
	 Z'＝Z÷1.07＝2.31(Y1+Y2+Y3…+Y11)		

（３）感染歴と感染予防の関係については、
感染歴有りの割合は、予防接種受診者で30.7%、
未受診者で 11.7%と逆転する。同様に、マスク
による予防習慣を持つ人で24.3%、習慣を持た
ない人で10.1%であった。感染リスクの高い環
境にいる人や体が病弱な人ほど予防対策をし
ていることなどが逆転現象の原因として想定
されるため、感染予防から統計的に感染リク
スの低減効果を確認できなかった。	

表3	 [年齢区分1	(利用頻度)]	
	
	
	
	
	
	
	

	

表5	 [年齢区分2	(利用頻度)]	
	
	
	
	
	
	

	
	

表6	 [年齢区分2	(滞在時間)]	
	
	
	
	
	
	

	
	

表4	 [年齢区分1	(滞在時間)]	
	
	
	
	
	

	
	

	



	 働き方について、通勤を含めた 15 分類の職
種、5 分類の通勤手段、7 分類の業務内容と感
染歴の有無との関連性を２グループ間の傾向
を比較し、デスクワーク系の職種に対してサ
ービス系の職種でやや感染歴の有る者の割合
が高くなること（表 7）や、会話を伴って複数
人で行う業務に従している者で同様に感染歴
が有る者の割合が高くなる傾向（表 8）を明ら
かにした。	
	 職場環境について、感覚的な表現の選択肢
によって回答してもらった職場空間の広さに
関する回答結果を、設問の補足コメントを基
に 6 種類のパーソナルスペース（表 9）に変
換することで多種多様な職場空間の人の密集
度を定量化してた。コレスポンデンス分析を

用いて感染歴との関連性について検証を行い、
「感染歴無し」が 4 ㎡、2 ㎡、7 ㎡の順にパー
ソナルスペースとの関連性が強く、一方で「感
染歴有り」が 10 ㎡のパーソナオルスペースと
の関連性が強く現れることを導いた（図 3）。
15 分類の職種をデスク系、作業系、サービス
系にグループ化して、同様にパーソナルスペ
ースとの関連性を検証した結果、デスク系は
「感染歴無し」との関連性の強い 4 ㎡のパー
ソナルスペースと関係性が現れるなど、感染
歴、職種、職場空間のパーソナルスペースの
三項目が相互に関連し合うことを確認した
（図 4）。 
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表 9	 主な職場空間のパーソナルスペース平均値 
 

感染歴 

有り 無し 計 

パ
呎
ソ
ナ
ル 

ス
ペ
呎
ス 

1㎡ 3（1.8%） 21（2.7%） 24（2.5%） 

2㎡ 21（12.5%） 94（12.1%） 115（12.1%） 

4㎡ 67（39.9%） 351（45.0%） 418（44.1%） 

7㎡ 34（20.2%） 147（18.8%） 181（19.1%） 

10㎡ 31（18.5%） 118（15.1%） 149（15.7%） 

15㎡ 12（7.1%） 49（6.3%） 61（6.4%） 

計 168（100.0%） 780（100.0%） 948（100.0%） 
平均 6.20㎡ 5.84㎡  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図3	 パーソナルスペースと感染歴	
のコレスポンデンス分析	

表 7	 感染歴別の業務内容時間比率	

 
 
 

 
表 8	 感染歴別の業務内容時間比率	

 
感染歴 

有り 無し 

業
務
内
容 

(1)他人と会話をせずに１人で行う室内業務 49.77% 56.77% 

(2)1−2 人との会話を伴う室内業務 18.14% 19.15% 
(3)3-4 人程度との会話を伴う室内業務 8.72% 6.8% 
(4)多人数との会話を伴う室内業務 8.41% 7.54% 
(5)屋外で行う業務 7.86% 5.4% 
(6)他者を伴う車移動 1.86% 0.93% 
(7)公共交通を使った移動 5.29% 3.85% 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図4	 パーソナルスペースと職種	

のコレスポンデンス分析	


